
書式第 12号 (法第28条関係)

令和元年度 事業報告書

平成 31年 4月 1日  から 令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人両育わ―るど

1 事業の成果

令和元年度も平成 30年度に引き続き、当事者及び福祉施設への直接・間接支援よりも福祉と社会
接点を増やす取り組みに注力した。知的障害から障害～難病へと対象を広げ、理解啓発のTHINK ⅢIVE
S出 と並行して、当事者の社会参加を主としたⅢINK POSSIBILITYプロジェクトを立ち上げた。ともに
育機関、企業、行政らへ提供または協働 した。オリパラ教育では昨年同様都内教育機関へ継続提供
た。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千 円)

休止

休止

休上

ア ドボカシー活動に向けた
情報収集を続け、他団体と
の連携やイベント等への参
加を継続。

通年実施。 当法人事務所
内

5人障害をもつ当
事者や周囲の

人々。 日本人
の5人に1人。

障 害 児 者 の

支援 者 の 処
遇 改 善 及 び
ア ドボ カ シ
ー事業

障害や難病のある人の社会
参加に向けた勉強会を他団
体・企業・ 行政 らと実施
し、 自書作成 の準備 を実
施。

通年実施。 当法人事務所
内、多摩大学
大学院教室

10人障害をもつ当
事者や周囲の

人々。 日本人
の5人に1人。

231

障 害 児 者 と
周 囲 の 人 々

との 学 び 合
い の 啓 蒙 事
業

障害疑似体験や理解啓発ポ
スターの展示、イベント運
営、学生へのオリパラ教育
などを実施。

通年実施。 当法人事務所
内、都内の公
立幼稚園～小
中高校、国内
の企業・団体

20人都 内 公 立 学
校、その他福
祉感関係者、
人材 。人事関
連企業5000人

1 505

発達 障 害児
者へ の 直接
及び 間接 支
援事業

社会福 祉 施
設へ の運 営
支援事業

社会福 祉 施
設へ の情報
取扱 支援 事
業

障害児 者 の
処遇 改 善及
びア ドボ カ
シー事業













書式第 18号 (法第 28条関係)

平成 31年度 (令和元年度) 年間役員名簿

平成 31年 4月 1日 から 令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人両育わ―るど

役 名 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事長 星野勝太
平成3珀円1月 1日

令和2年3月 31日

年 月 日

年 月 日

副理事長 岩野範昭
平成3珀開:月 1日

令和2年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 森田哲也
平成31年4月 1日

令和2年 3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 楠本和矢
平成31年4月 1日

令和2年3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事 池田良博
平成31年4月 1日

令和2年3月 31日

年 月 日

年 月 日

以下余白



書式第 19号 (法第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
令和2年 3月 31日現在

特定非営利活動法人両育わ―るど

氏   名 住 所 又 は 居 所

1 岩 野 範 昭

2 楠 本 和 矢

3 森 田 哲 也

4 本 橋 健 晴

5 佐 藤 謙 介

6 堀 田 卓 哉

7 池 田 良 博

8 星 野 勝 太

9 野 上 純 子

10 桑 野 由 起 子

11 重 光 喬 之


